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２００８年度 決算説明会
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業績ハイライト業績ハイライト

新生イオンディライト誕生以来新生イオンディライト誕生以来
当期も過去最高益を更新当期も過去最高益を更新

売上高売上高105.9%105.9% 営業利益営業利益119.4%(119.4%(前年同期比前年同期比))✔✔

✔✔ 売上総利益率・営業利益率ともに向上売上総利益率・営業利益率ともに向上

売上総利益率売上総利益率 13.7%13.7%→→14.414.4%% 営業利益率営業利益率6.1%6.1%→→6.86.8%%

厳しい環境の中３期連続増収増益を達成厳しい環境の中３期連続増収増益を達成✔✔
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§１ ２００８年度の取り組みと業績
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2008年度の取り組み（成長）2008年度の取り組み（成長）
成長のマネジメント成長のマネジメント

• グループ内外で新規物件の受託

レイクタウン・グループ外大型商業施設他

• 初の海外展開 中国（北京）でサービス提供開始

北京を第一歩とした海外展開 国際部を新設

• Ｍ＆Ａ 環境整備㈱ ㈱ドゥサービス

地域営業体制の強化とサービスのフルライン化

• 環境負荷低減への提案

省エネ機器設置業務受託
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2008年度の取り組み（成長）2008年度の取り組み（成長）
新規就業新規就業

イオンレイクタウンイオンレイクタウンイオンレイクタウン

イオンかほくＳＣイオンかほくＳＣ イオン北京国際商城イオン北京国際商城

グループ内新規就業

関東地方大型商業施設関東地方大型商業施設関西地方大型商業施設関西地方大型商業施設島根あさひ社会復帰促進センター島根あさひ社会復帰促進センター 大阪国際女子マラソン（警備）大阪国際女子マラソン（警備）

グループ外新規就業
八幡屋スポーツパークセンター八幡屋スポーツパークセンター 大阪市中央体育館大阪市中央体育館
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2008年度の取り組み（品質）2008年度の取り組み（品質）
品質のマネジメント品質のマネジメント

• 清掃事業コア化実験

作業手順,働き方の見直し,生産性向上 実験店舗で成果

• ＩＳＯ環境・品質マニュアルの統合

環境保全と品質向上を両立するメンテナンス

• ５Ｓ活動の継続

活動ノウハウ集の作成

全国へ水平展開し、サービス品質の向上に貢献
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（要約）連結損益計算書

４９６

１,６２６

１,６１５

５１２

２,１２８

６,０４３

８,１７１

増減額

１１１.３

１１９.９

１１９.４

１０４.９

１１１.３

１０５.１

１０５.９

前期比
（％）

売上比

（％）
金 額

売上比
（％）

金 額

３.２

６.０

６.１

７.６

１３.７

８６.３

１００.０

４，３７９

８，１８６

８，３３０

１０,４９６

１８，８２７

１１８，６９２

１３７，５１９

前期（2007年度）

３.３４,８７６当期純利益

６.７

６.８

７.６

１４.４

８５.６

１００.０

９,８１２

９,９４６

１１,００８

２０,９５５

１２４,７３５

１４５,６９０

２００８年度

経常利益

営業利益

販管費

売上総利益

売上原価

売上高

単位：百万円
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単位：百万円

◇「その他」は、ビルメンテナンス部門その他事業とその他営業収入を合算したものです。

◇４事業ともバランスよく成長

セグメント別売上構成

その他 ２,２５５１６２.８３,５９１５,８４６

１,７３８１１０.４１６,７７７１８,５１５建設施工事業

１,３０４１０３.２４１,０９８４２,４０３清掃事業

８２１１０２.３３５,８４８３６,６７０警備保安事業

施設管理事業

８,１７１

２,０５１

１０５.９

１０５.１

１３７,５１９

４０,２０２

１４５,６９０

４２,２５３

売上高合計

増減額
前期比

（％）
2007年度2008年度

2007年度

2008年度

建設施工

１２.２％

警備保安

２６．１％

施設管理

２９.２％

清掃

２９．９％

その他２.６％

建設施工

１２.７％

警備保安

２５.２％

施設管理

２９.0％

清掃

２９.１％

その他４.０％
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（要約）連結貸借対照表

単位：百万円

５,５９１２２，４８８２８,０７９純資産合計

固定負債

流動負債

投資等

無形固定資産

有形固定資産

１,６１７４７，４１８４９,０３５
負債・純資産

合計
１,６１７４７，４１８４９,０３５資産合計

２４６３，４１１３,６５８

△７３２１３，３５６１２,６２３

△３,９７３２４，９２９２０,９５６負債合計
７１７１，８８５２,６０２

△１,５７１２，３９５８２４２３１１８，６５３１８,８８５固定資産

△２,４０２２２，５３３２０,１３１１,３８６２８，７６４３０,１５０流動資産

増減額2007年度2008年度増減額2007年度2008年度
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キャッシュ・フロー計算書

営業活動ＣＦ

＋８９.８億円

＋１４.９億円

－約４５.３億円

単位：百万円

７，６５７

９，４６９

△１，８１１

△６，０９４

△２，１９０

６，４７２

2007年度

６,９７０現金及び現金同等物の期末残高

７,６５７現金及び現金同等物の期首残高

△６８７現金及び現金同等物の増減額

△５,２５５財務活動によるキャッシュ・フロー

△２,０８７投資活動によるキャッシュ・フロー

６,６６８営業活動によるキャッシュ・フロー

2008年度

税引前当期純利益

減価償却・のれん償却

法人税支払

－４.２億円

－１０.０億円

清掃資機材、ｿﾌﾄｳｪｱ

の取得

消費寄託金の増加

－４５.０億円

－７.９億円

債権流動化資金の返還

配当金の支払い

投資活動ＣＦ 財務活動ＣＦ
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経営指標

２,１８５円

３.８５倍

１９.７９倍

５６６.８７円

４７.４３％

２.８８回

３.１８％

５.９５％

９.１７％

２１.０３％

１１０.３９円

2007年度

３,１００円

３.２１倍

２０.５１倍

９６６.４１円

３９.８７％

２.８３回

２.７０％

４.９３％

７.６２％

１６.８５％

１５１.１７円

2006年度

１,３２８円

１.６０倍

２０.６６倍

８２５.２８円

５３.６９％

２.２６回

２.１１％

４.７４％

４.７８％

８.２９％

６４.２６円

2005年度

１,２６６円

１.８９倍

１０.２９倍

６６９.２８円

５４.１５％

３.０２回

３.３５％

６.７４％

１０.１１％

１９.８９％

１２２.９２円

2008年度

（ご参考）期末株価

１株当り純資産

ＰＥＲ（株価収益率）

ＰＢＲ（純資産倍率）

自己資本比率

総資本回転率

売上高当期純利益率

売上高経常利益率

ＲＯＡ（総資産当期純利益率）

ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）

ＥＰＳ（一株当り当期純利益）

※

※

※印は株式分割後の指標で表示しております。
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§２ 私たちを取り巻く経営環境

14

１）国内外の環境変化

世界的な環境世界的な環境

●海外 金融不安に端を発する世界同時不況 経済環境の激変

●国内 企業の業績悪化・戦後最悪の上場企業倒産数

雇用低迷・設備投資などの先送り 支出の抑制

先行きの見えない景気動向による生活防衛意識の高まり

●海外海外 金融不安に端を発する世界同時不況金融不安に端を発する世界同時不況 経済環境の激変経済環境の激変

●●国内国内 企業の業績悪化・戦後最悪の上場企業倒産数企業の業績悪化・戦後最悪の上場企業倒産数

雇用低迷・設備投資などの先送り雇用低迷・設備投資などの先送り 支出の抑制支出の抑制

先行きの見えない景気動向による先行きの見えない景気動向による生活防衛意識の高まり生活防衛意識の高まり

24

26

28

30

32

34

36

38

3 月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

消費者態度指数の動向（２００８年３月から２００９年２月）

出所、内閣府消費動向調査、総世帯（原数値）
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２）ビルメンテナンス業界を取り巻く環境

不動産とビルメンテナンス市場不動産とビルメンテナンス市場

●不動産 企業の事業規模縮小等によるオフィスビルの空室率上昇

新築物件の着工先送りや取りやめ(Ｊ-ＲＥＩＴ初の破綻も)

需給バランスによる賃料・共益費の下落

●不動産不動産 企業の事業規模縮小等によるオフィスビルの空室率上昇企業の事業規模縮小等によるオフィスビルの空室率上昇

新築物件の着工先送りや取りやめ新築物件の着工先送りや取りやめ((ＪＪ--ＲＥＩＴ初の破綻もＲＥＩＴ初の破綻も))

需給バランスによる賃料・共益費の下落需給バランスによる賃料・共益費の下落

20,500

21,000

21,500

22,000

22,500

23,000

3 月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

0

1

2

3

4

5

6平均賃料(円/坪)

空室率/平均(％)

オフィスビルの空室率・賃料の動向（２００８年３月から２００９年２月）

出所、三鬼商事㈱オフィスデータ東京ビジネス地区

％単位：円

16

§３ ２００９年度の基本方針とその戦略
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・実体経済の大幅な悪化・実体経済の大幅な悪化

・イオングループ新規大型出店減速・イオングループ新規大型出店減速

２００９年度基本方針

危機は新しい戦略による成長の好機危機は新しい戦略による成長の好機

・事業機会の拡大
コスト意識の高まりは提案力発揮の”チャンス”

・競争力のある企業体質の構築
原価率低減・コスト削減・経営人材の発掘，育成

・組織機構改革の実施（３月１日）
営業力強化，業務改善の推進，スリムな本社体制の構築

厳しい環境は
意識改革の“チャンス”

既成概念を打破し新しい体制へ

18

１) 成長のマネジメント①

営業拡大に向けた取り組みの強化営業拡大に向けた取り組みの強化

『新たなステージのスタート』『新たなステージのスタート』

3月1日組織機構改革にて新生営業本部・グループ営業本部発足

グループ内

・グループシナジーの徹底

追求

・イオン温暖化防止宣言へ

貢献する提案

・新規出店の着実な受託

・お客さま目線の提案力

グループ内

・グループシナジーの徹底

追求

・イオン温暖化防止宣言へ

貢献する提案

・新規出店の着実な受託

・お客さま目線の提案力

グループ外

・全国の営業部を統括

・ネットワークと総合の

強みを活かした複数

物件の一括受託

・コスト意識の高まった

企業への提案力発揮

グループ外

・全国の営業部を統括

・ネットワークと総合の

強みを活かした複数

物件の一括受託

・コスト意識の高まった

企業への提案力発揮

営業組織体制再構築営業組織体制再構築

個別管理から総合管理へ

物件対物件から企業対企業へ

安全・環境など新しいニーズへの提案

グループ営業本部営業本部
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１) 成長のマネジメント②

海外事業の更なる飛躍海外事業の更なる飛躍

海外事業の展開方針

●中国において多店舗を受託できる体制の構築

●イオン北京国際商城の実績を活かしたグループ外への展開

●中国その他地域・東南アジアなどアジア戦略の推進

海外事業の展開方針海外事業の展開方針

●●中国において多店舗を受託できる体制の構築中国において多店舗を受託できる体制の構築

●●イオン北京国際商城の実績を活かしたグループ外への展開イオン北京国際商城の実績を活かしたグループ外への展開

●●中国その他地域・東南アジアなどアジア戦略の推進中国その他地域・東南アジアなどアジア戦略の推進

●今後の海外戦略の柱として、

新たに“国際部”を設置（１月１日）

●今後の海外戦略の柱として、

新たに“国際部”を設置（１月１日）

北京北京

●青島周辺･華南地区への事業展開

の検討を開始

●青島周辺･華南地区への事業展開

の検討を開始

イオン北京国際商城
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①北海道エリア

②北関東・東北エリア

③中部エリア

⑤中国・四国
エリア

⑥九州エリア

①北海道エリア

②関東・東北エリア

③中部エリア

'08/10/01
環境整備㈱
グループ化

④近畿エリア

⑤中国・四国
エリア

⑥九州エリア
'09/04/01

㈱ドゥ サービス
グループ化

１) 成長のマネジメント③

M&A戦略の更なる推進M&A戦略の更なる推進

M&Aによる更なる収益の拡大と機能の充実

●理念を共有できる企業との積極的な取り組み

●当社のセグメント・地域戦略に合致した取り組み

●不足する機能を強化するためのM&Aの推進

M&AM&Aによる更なる収益の拡大と機能の充実による更なる収益の拡大と機能の充実

●●理念を共有できる企業との積極的な取り組み理念を共有できる企業との積極的な取り組み

●●当社のセグメント・地域戦略に合致した取り組み当社のセグメント・地域戦略に合致した取り組み

●●不足する機能を強化するための不足する機能を強化するためのM&AM&Aの推進の推進

完全子会社化予定

●環境整備㈱ ２００９年６月

● ㈱ドゥサービス ２００９年９月

完全子会社化予定完全子会社化予定

●環境整備㈱●環境整備㈱ ２００９年６月２００９年６月

●● ㈱ドゥサービス㈱ドゥサービス ２００９年９月２００９年９月
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１) 成長のマネジメント④

環境負荷低減に向け、更なる取り組みの強化環境負荷低減に向け、更なる取り組みの強化

環境負荷低減に対する取り組み姿勢

●環境負荷低減のビジネスモデルの構築

●グループ内におけるノウハウをグループ外への提案力に展開

●より提案力を発揮するための体制へ リノベーション本部を新設

環境負荷低減に対する取り組み姿勢環境負荷低減に対する取り組み姿勢

●●環境負荷低減のビジネスモデルの構築環境負荷低減のビジネスモデルの構築

●●グループ内におけるノウハウをグループ外への提案力に展開グループ内におけるノウハウをグループ外への提案力に展開

●●より提案力を発揮するための体制へより提案力を発揮するための体制へ リノベーション本部を新設リノベーション本部を新設

冷ケースナイトシャッター ＬＥＤ照明の一例 室外機散水装置

夜間の冷気漏れを防ぐ 消費電力を抑えた照明器具 気化熱を応用し電力を抑制
機器寿命の延長効果
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支社長を“ＰＴリーダー ”とした“清掃水平展開実施ＰＴ”の推進
○上期中に全国へ展開
○協力会社・イオンディライトグループ企業との

“働き方改革”“生産性向上”の共有化

支社長を“ＰＴリーダー ”とした“清掃水平展開実施ＰＴ”の推進
○上期中に全国へ展開
○協力会社・イオンディライトグループ企業との

“働き方改革”“生産性向上”の共有化

２) 品質のマネジメント①

収益構造の改革収益構造の改革

●「清掃事業コア化」実験の成果を全支社へ水平展開●●「清掃事業コア化」実験の成果を全支社へ水平展開「清掃事業コア化」実験の成果を全支社へ水平展開

２００９年央以降の収益性向上へ期待２００９年央以降の収益性向上へ期待
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２) 品質のマネジメント②

イノベーション、産業化に向けた取り組みイノベーション、産業化に向けた取り組み

 総合的な視野を持つコア人材 次世代マネジメント層の充実

 生産管理(IE)に基づく、作業効率化の分析、研究

 先端企業や各省庁(行政)との技術革新のためのコラボ

 技術者・研究従事者等の人材育成

今期、“イオンディライトアカデミー長浜”を設立し、
サービスサイエンスによる業界の産業化を目指します
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２) 品質のマネジメント④

人時生産性指標の導入人時生産性指標の導入

●人時生産性指標の導入による社内風土の変革●人時生産性指標の導入による社内風土の変革

・人時生産性指標を全従業員が共有化

・本指標に基づく進捗管理

・問題点や課題を抽出 → 仕事の進め方を改善

・人時生産性指標を全従業員が共有化

・本指標に基づく進捗管理

・問題点や課題を抽出 → 仕事の進め方を改善

ＰＤＣＡサイクルの確立ＰＤＣＡサイクルの確立センター毎の

“人時生産性指標”導入

センター毎の

“人時生産性指標”導入

従業員一人当たりの

時間当たり売上総利益

従業員一人当たりの

時間当たり売上総利益

業務の効率化、利益率の改善業務の効率化、利益率の改善

自ら考え自ら変革し
挑戦する人々の企業集団に

ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
の
産
業
化
へ
の
第
一
歩
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§４ ２００９年度 業績予想

26

２００９年度業績予想

単位：百万円

１０６.６

１００.９

１０１.５

１０３.０

前期比

（％）

４,８７６

９,８１２

９,９４６

１４５,６９０

金 額

２００８年度実績

３.３

６.７

６.８

１００.０

売上比

（％）

売上比

（％）
金 額

３.５５,２００当期純利益

６.６

６.７

１００.０

９,９００

１０,１００

１５０,０００

２００９年度予想

経常利益

営業利益

売上高
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株主還元

成長を鑑み、株主さまへ還元いたします。成長を鑑み、株主さまへ還元いたします。

22.0円17.5円15.0円9.0円配当実績

2008年度2007年度2006年度2005年度 20092009年度年度

２４円２４円

予想予想

※当社は２００７年１２月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。

2005年度期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の配当金額です。

0

5

10

15

20

25

30

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度予想単位：円

２００５年度比２．７倍の増配予想２００５年度比２．７倍の増配予想
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新たな成長のステージへ新たな成長のステージへ

２０２０年プロジェクト始動！２０２０年プロジェクト始動！

事業ドメインの再構築事業ドメインの再構築

環境変化への深い理解環境変化への深い理解

グローバルな視点グローバルな視点

業界の産業化業界の産業化

2020年のあるべき姿

“夢・ビジョン”
企業価値の向上

2020年のあるべき姿

“夢・ビジョン”
企業価値の向上

「環境価値」を創造し続ける企業へ「環境価値」を創造し続ける企業へ

２００９年度は次の発展への打ち手を確立します。

持つべき視点
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§５ 参考資料

30

イオンディライトは、

お客さまの「環境価値」を創造し続けます。

ディライトウェイ ― 経営理念 ビジョン ー

安全・快適を常に進化させる

「環境価値」創造のパイオニアとなる。
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イオンディライトグループ

新たに環境整備㈱・㈱ドゥサービスがグループに加わり、

国内８社・海外１社に成長

新たに環境整備㈱・㈱ドゥサービスがグループに加わり、

国内８社・海外１社に成長
金融施設管理のエキスパート

イオンディライトセレス㈱

バックオフィスサポートのエキスパート

イオンディライトタワーズ㈱

小型商業施設メンテナンスのプロフェッショナル

エイ・ジー・サービス㈱

商業施設警備のエキスパート

イオンディライトセキュリティ㈱イオンディライトセキュリティ㈱

環境整備㈱

地域密着型ビルメンテナンスのエキスパート

永旺永楽（北京）
物業管理有限公司

海外戦略におけるアジア地域の拠点

次代を担う技術者養成のエキスパート

イオンディライトアカデミー㈱イオンディライトアカデミー㈱

㈱ドゥサービス

クリーン環境を創造するプロフェッショナル
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売上高 当期純利益

単位：百万円１．推移グラフ

２．損益の推移
単位：百万円

（ご参考） 損益推移

売比
（%）

売比
（%）

売比
（%）

売比
（%）

前比
（%）

予想実績実績実績実績

３.５

６.６

６.７

１００.０

３.３

６.７

６.８

１００.０

３.２

６.０

６.１

１００.０

２.７

４.９

５.０

１００.０

２.１

４.７

４.７

１００.０

５,２００

９,９００

１０,１００

１５０,０００

2009年度予想

４,８７６

９,８１２

９,９４６

１４５,６９０

2008年度

４,３７９

８,１８６

８,３３０

１３７,５１９

2007年度

２,９９８

５,４８５

５,５７６

１１１,１７０

2006年度

１,３２４

２,９５３

２,９４９

６２,３２３

2005年度

売上高

経常利益

当期純利益

営業利益

営業利益
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単位：名１．従業員数の推移

２．平均年齢の推移

◇上記は２００９年２月末日のデータであり、パート・アルバイト欄の人数は月間１７２時間労働とした場合の人数です。

パート・アルバイト総数は４,７８７名であり、正・契・嘱６,５６１名を加えた全従業員数計は１１,３４８名となります。

（ご参考） 従業員の状況

８,５５８

２,６５２

１,５１５

１,３７９

１３６

４,３９１

４,０１３

３７８

2007年度

８,２３８

２,８３４

１,２２７

１,０９４

１３３

４,１７７

３,８１０

３６７

2006年度

５,７６２

２,４４４

７３８

６０６

１３２

２,５８０

２,３９６

１８４

2005年度

５,８３８

２,４９９

８７６

７４５

１３１

２,４６３

２,３０６

１５７

2004年度

６,３９３

３,３３２

１,０６３

８８７

１７６

１,９９８

１,８９８

１００

2003年度

９,８９４

３,３３３

１,３５５

１,２４８

１０７

５,２０６

４,６４２

５６４

2008年度

計

男性

女性

計

男性

女性

合 計

パートアルバイト

契約社員

嘱託社員

正社員

４６.９

2007年度

４５.２

2006年度

４４.１

2005年度

４１.８

2004年度

４３.１

2003年度

４７.１

2008年度

平均年齢（才）
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１．大株主の状況(上位１０社)

所有比率は発行済株式に対する比率です。

３．株価推移(２００６年９月１日―２００９年２月２８日)

(２００９.２.９)

４６０，７００株

(２００６１１.２１)

１,０２５円／株

(２００８.１０.２０)

２,７８５円／株

内容

最大

出来高

最安値

最高値

項目

２．所有者区分（比率）

◇上記は２００９年２月末日時点のデータです。また２００７年１１月３０日以前は分割後の株価に換算しています。

証券会社０.６%

その他の

国内法人

５９.４%外国法人
１７.６%

個人その他

８.５%

自己株式

４.２%

金融機関
９.７%

（ご参考） 株主・株価の状況

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

１.０％

１.３％

１.４％

１.５％

１.８％

１.９％

３.３％

３.３％

４.２％

５６.２％

所有比率

４２６,５７９

５５１,７００

５６０,８００

６２１,７００

７４３,３００

７８０,７００

１,３４５,６００

１,３６７,２９２

１,７２９,６４７

２３,２６１,８００

所有株式数

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント
メロン オムニバス ユーエス ペンション

イオンディライト従業員持株会

イオン株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー

自己株式

株式会社マイカル

株主名

１０

９

８

７

６

５

４

３

２

１

順位

出来高 株価
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■この資料には、イオンディライトの将来についての計画や戦略、

業績に関する予想及び見通しの記述が含まれています。

◇これらの記述は、過去の事実だけではなく、当社が現時点で把握可能な情報

から判断した想定にもとづく見込みです。

そのため、実際の業績は見込みとは異なる可能性がありますので、ご承知置き

ください。

■資料中、特に注記がない場合を除き下記の方法により記載

しております。

◇全て連結を対象として記載

◇記載金額は百万円未満を切り捨て

◇比率は小数点第２位を四捨五入

注意事項
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本日は、ご清聴頂きまして誠にありがとうございました。
ご意見・ご質問につきましては、下記にお願いいたします。

本日、ご説明した内容につきましては発表日当日（２００９年４月６日）に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
今後の様々な要因により業績予測につきましては、変更する場合がございます。

イオンディライト株式会社
（証券コード：９７８７）

Ｉ Ｒ担当連絡先 部署名：ディライトコミュニケーション部

責任者名： 指 江(サシエ)

TEL ０６－６２６０－５６３２

FAX ０６－６２６０－５６５３

又は、ホームページよりお問い合わせください。

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ａｅｏｎｄｅｌｉｇｈｔ．ｃｏ．ｊｐ

※FAX送信される方は、お名前とご返答用連絡先を必ずご記入ください。


